
規制レビューと規制の事前評価の連携について

１．これまでの経緯 

（１）規制レビュー 

・ 規制所管府省による主体的・積極的な規制改革を推進するため、「規制改革実施

計画（平成 26年 6月 24日閣議決定）」等に基づき、規制シートの作成及び規制の

見直し期限の設定を実施。 

・ 規制シートについては、以下①～③を当面優先的に作成すべき対象とし、規制

所管府省において、これまでに 131件のシートを作成。 

① 平成 27 年度に見直し時期が到来する規制のうち、法律の形式により制度化

されたもの（37件（通知・通達等の発信者が本省庁課長クラス以下の者となっ

ている規制のうち平成 27年度に見直し時期が到来するもの 4件を含む）） 

② 規制改革ホットラインに寄せられた提案事項に対する規制所管府省の回答の

うち規制改革会議において再検討が必要と判断した規制（86件） 

③ 規制改革会議における審議事項に関連する規制（8件）

・ 規制の見直し期限の設定については、規制改革会議において、規制に関わる法

律（430件）及び政省令以下（3,784件）の見直し年度を取りまとめ公表するとと

もに、規制所管府省において、規制に関わる法律ごとの見直し年度・周期を各ホ

ームページで公表。 

（２）規制の事前評価 

・ 規制の事前評価については、「規制改革・民間開放推進３か年計画（平成 16 年

３月 19日閣議決定）」に基づき、平成 16年度から、規制所管府省において試行的

に実施。 

・ 平成 19 年 10 月から、法律又は政令に基づく規制の新設・改廃を対象に本格実

施（政策評価法施行令等を改正し、ガイドラインを策定）。平成 26 年度までに、

921件の評価を実施。 

・ 総務省の政策評価審議会（政策評価制度部会）による「規制に係る政策評価の

改善方策（平成 27年度中間取りまとめ）」（平成 28年 2月 23日）においては、規

制改革会議が進める規制レビューとの連携、レビュー（事後評価）の在り方が、平

成 28年度における主な検討項目として示されている。 
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２．対応案 

総務省の政策評価審議会における中間取りまとめを踏まえ、規制改革会議として、

以下の方向で、規制レビューと規制の事前評価の連携を図ることとし、その内容を答

申に盛り込むこととしてはどうか。 

 

（１）まず、規制所管府省による規制シート作成等の規制レビューの取組は、今後も

継続していくことが必要。 

 

（２）（１）を前提に、規制所管府省が事前評価を行った規制について、 

① 規制所管府省において、規制シートの作成に当たり、事前評価書を添付する

とともに、事前評価時に想定された費用・便益や想定外の効果の発現状況につい

て事後検証を実施する。 

② 総務省において、規制所管府省による上記の事後検証について点検を行う。 

 

（３）今後、当該規制の見直しの議論を行う際には、上記の規制所管府省による事後

検証及び総務省による点検の結果も活用することが適当。 

なお、規制所管府省が事前評価を行っていない規制については、これまでと同様

に、規制シートの作成及び公表の取組を行うことが必要。 
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○規制改革実施計画（平成 26年 6月 24日閣議決定）（抄） 

 

Ⅲ 規制所管府省の主体的な規制改革への取組等 

 規制改革の推進に資するため、規制を横断的に把握できる仕組みの整備・活用等によ

り、規制を所管している府省（以下「規制所管府省」という。）が主体的・積極的に規

制改革に取り組むシステム（規制レビュー）を構築する。 

 

１ 具体的なシステムの考え方 

（１）見直し基準 

①見直し対象 

見直し対象については、規制（注１）のうち、法律、法規命令（注２）、通

知・通達等(注３)の形式により制度化されたもの（その趣旨・目的等に照らし

て適当としないものを除く。以下「見直し対象規制」という。）とする。見直

し対象規制には、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成

18年７月７日閣議決定。以下「平成 18年決定」という。）に基づき規制にか

かわる「法律ごとの見直し年度・周期」が設定された規制を含むものとする。 

(注１)「規制」とは、国及び地方公共団体が企業・国民活動に対して特定の政策目的

のために関与・介入するものを指す。 

(注２)「法規命令」とは、政令、内閣府令・省令、外局規則、人事院規則、会計検査

院規則、法律の委任に基づく命令を定めた告示を指す。 

(注３)「通知・通達等」とは、通知や通達など、行政機関が定める不特定多数の事案

に適用されるルールのうち、法規命令以外のものを指す。 

   ②見直しの視点 

見直しの視点については、「規制改革推進のための３か年計画（再改定）」

（平成 21年３月 31日閣議決定）及び過去の累次の閣議決定を踏まえ、次のと

おりとする。 

ⅰ 経済的規制は原則廃止、社会的規制は必要最小限との原則の下での規制の

抜本的見直し 

ⅱ 許可制から届出制への移行等、より緩やかな規制への移行 

ⅲ 検査の民間移行等規制方法の合理化 

ⅳ 規制内容・手続について国際的整合化の推進 

ⅴ 規制内容の明確化・簡素化、許認可等の審査における審査基準の明確化、

申請書類等の簡素化 

ⅵ 事前届出制から事後届出制への移行等事後手続への移行 

ⅶ 許認可等の審査・処理を始めとする規制関連手続の迅速化 

（参考１） 
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ⅷ 規制制定手続の透明化 

ⅸ 不合理な規制の是正による社会的な公正の確保 

   ③法令等に「見直し条項」がない場合の見直し期限の設定 

見直し対象規制のうち、法令等（注４）に「見直し条項」（一定期間経過後

当該規制の見直しを行う旨の条項）がないものについては、「見直し周期」を

設定し、「見直し周期」は最長５年とする。規制所管府省は、平成 18年決定

に基づき設定された規制にかかわる「法律ごとの見直し年度・周期」について、

「見直し周期」が５年を超えるものを含め必要に応じ再設定する。 

(注４)「法令等」とは、法律、法規命令、通知・通達等を指す。 

 

（２）見直しの実効性を担保する仕組み 

見直しの実効性を担保するため、規制所管府省による規制の見直し結果及び見

直しの進捗状況について、①公表を義務付けることにより見直し過程の透明化を

図るとともに、②定期又は随時に規制改革会議へ報告することを義務付けること

により規制改革会議において見直し過程を管理する。 

  

（３）規制シートの整備 

規制を横断的に把握する仕組み（以下「規制シート」という。）を整備する。

規制シートは、規制所管府省が、その作成を通じて、主体的・積極的な規制改革

に取り組むことを目的とするものである。 

   ①規制シートの主な記載項目 

規制シートの主な記載項目については、以下の事項とする。 

・作成責任者の役職及び氏名 

・規制目的及び規制内容の概要 

・規制と関連する予算 

・規制の最近の改廃経緯（見直し結果及び政策評価結果を含む。） 

・規制を維持、改革又は新設する理由（改革の場合は方向性を含む。） 

・次の見直し時期 

・規制に関連する通知・通達等と規制の根拠となる法令（法律、法規命令）の委

任の範囲との関係（根拠条項及び委任の範囲に入る理由） 

   ②規制シートの作成単位 

規制シートについては、規制の根拠となる法律ごとに作成することとし、

当該法律に内容、形式、規制対象等（以下「内容等」という。）を異にする

規制が混在する場合は、内容等ごとに適切な単位により規制シートを作成す

る。法規命令又は通知・通達等の形式により制度化された規制については、
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上記の法律ごとの規制シートのうち関連する規制シートに記載する。なお、

法規命令又は通知・通達等の形式により制度化された規制については、最上

位の形式ごとに規制シートを作成する。 

  

（４）「許認可等台帳」の活用 

「許認可等台帳」において、「許認可等」と規制シートとの対応関係が明確に

なるよう、新たに欄を追加する。 

 

２ 規制所管府省による主体的・積極的な規制改革の推進 

  （１）規制シート及び政策評価結果を活用した規制改革 

規制所管府省による主体的・積極的な規制改革を推進するため、規制シート及

び政策評価結果を活用し、次の①から④に取り組む。 

①規制所管府省は、規制シートを作成（関連する政策評価結果も活用） 

②規制所管府省は、規制シート（関連する通知・通達等を添付）及びその作成

状況・作成予定を、定期的（年に 1回程度）に規制改革会議に送付し、公表 

③規制改革会議は、規制シート等について、必要に応じ、規制所管府省をヒア

リングし、「意見」等を表明 

④規制所管府省は、規制シートの記載内容について、 

・③のヒアリング、「意見」等の表明、 

・規制改革ホットラインに寄せられた提案事項等、 

・当該シートに記載された規制の見直し時期における見直し 

などを踏まえ、必要に応じ修正し、規制改革会議へ送付の上、公表 

 

  （２）規制シートの整備状況の進捗管理 

規制シートの作成については、持続的な取組となるよう、規制シート作成に係

る負担も勘案し、段階的に対応する。 

当面、①見直し時期が到来する規制、②規制改革ホットラインに寄せられた提

案事項に対する規制所管府省の回答のうち規制改革会議において再検討が必要

と判断した規制、③規制改革会議における審議事項に関連する規制について、優

先的に作成する。 

また、規制シートの作成状況の把握については、シートに含まれる「許認可等」

に関しては「許認可等台帳」を活用することとし、シートに含まれる「許認可等」

以外の規制に関しては、その網羅的な把握手法等を引き続き検討する。 
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○規制レビューの実施について（平成 26年 10月 10日規制改革会議決定）（抄） 

 
 規制レビューの実施については、「規制改革実施計画」（平成 26 年 6 月 24 日

閣議決定）（以下「実施計画」という。）に掲げられた「Ⅲ 規制所管府省の主

体的な規制改革への取組等」を着実に実施するため、当面、以下のとおりとす

る。 
 
２ 規制シートの当面の作成対象等 

  規制シートについては、実施計画Ⅲ２（２）において「当面、①見直し時

期が到来する規制、②規制改革ホットラインに寄せられた提案事項に対する

規制所管府省の回答のうち規制改革会議において再検討が必要と判断した規

制、③規制改革会議における審議事項に関連する規制について、優先的に作

成する」こととされているところである。 
  規制シートの作成対象及び作成時期については、実施計画Ⅲ２（２）にお

いて「規制シートの作成については、持続的な取組となるよう、規制シート

に係る負担も勘案し、段階的に対応する」とされていることを踏まえ、当面、

以下のとおりとする。 
（１）上記①見直し時期が到来する規制 

上記①のうち、通知・通達等の発信者が本省庁課長クラス以下の者とな

っている規制に係る規制シートについては、平成 27 年２月末を目途に、

平成 27 年度に見直し時期が到来する規制に係る規制シートを作成し、作

成後速やかに規制改革会議に送付するものとする。 
  （２）上記②規制改革ホットラインに寄せられた提案事項に対する規制所

管府省の回答のうち規制改革会議において再検討が必要と判断した規

制 
上記②については、規制改革会議において「再検討事項」とされた時点

から遅くとも１か月以内に当該事項に係る規制シートを作成し、作成後速

やかに規制改革会議に送付するものとする。 
  （３）上記③規制改革会議における審議事項に関連する規制 

上記③については、上記（１）及び（２）の作成状況等を踏まえ、作成

対象及び作成時期等について別途検討するものとする。 
 
 

（参考２） 
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○規制改革に関する第３次答申（平成 27年 6月 16日）（抄） 

 

Ⅲ 規制所管府省の主体的な規制改革への取組（規制レビュー等） 

 

２．規制レビューの具体的な実施方法 

（１）規制レビューの実施状況 

②規制シートの規制改革会議への提出状況（平成 27年５月 18日現在） 

ア 見直し時期が到来する規制 ４件 

イ 規制改革ホットラインに寄せられた提案事項に対する規制所管府省の回答のうち

規制改革会議において再検討が必要と判断した規制 46件 

ウ 規制改革会議における審議事項に関連する規制 ０件 

 

（２）今後作成すべき規制シートの範囲 

（１）②の状況を踏まえ、当面優先的に作成すべき規制シートの範囲について、以下の

とおり拡大することとする。 

ア 見直し時期が到来する規制 

平成 27年度に見直し時期が到来する規制のうち、法律の形式により制度化されたもの 

イ 規制改革ホットラインに寄せられた提案事項に対する規制所管府省の回答のうち規

制改革会議において再検討が必要と判断した規制 

ウ 規制改革会議における審議事項に関連する規制 

 

（３）規制の見直し期限の設定及び公表について 

規制の見直し期限については、平成 26年６月に閣議決定された規制改革実施計画を踏ま

え、平成 27年末までに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006（平成 18年 7

月 7日閣議決定）に基づき設定された規制にかかわる「法律ごとの見直し年度・周期」に

必要な修正を行った上で、規制所管府省のホームページ等において公表することとする。 

 

（参考３） 
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○規制改革実施計画（平成 27年６月 30日閣議決定）（抄） 

 
Ⅰ 共通的事項 

 

７ 規制所管府省の主体的な規制改革への取組（規制レビュー等） 

各府省が所管する多数の規制をより適時に実効性ある形で見直していく 

ため、所管府省自身が主体的・積極的に規制改革に取り組むシステム（規制

レビュー）を構築する。 

規制の見直し期限については、平成 26年６月に閣議決定された規制改革

実施計画を踏まえ、平成 27年末までに、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき設定された規制に

関わる「法律ごとの見直し年度・周期」に必要な修正を行った上で、規制所

管府省のホームページ等において公表する。 

 

（参考４） 
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○規制改革・民間開放推進３か年計画（平成 16年 3月 19日閣議決定）（抄） 

 

Ⅰ 共通的事項 

10  規制に関する基本ルールの見直し等 

（２） 規制に係る手続の見直し 

① ＲＩＡ導入の推進【平成 16年度以降逐次実施】 

ア  ＲＩＡについては、各府省において平成 16年度から試行的に実施することと

し、評価手法の開発された時点において、「行政機関が行う政策の評価に関する

法律」の枠組みの下で義務付けを図るものとする。 

このため、毎年度、総務省は、規制改革・民間開放推進会議と連携しつつ試

行的なＲＩＡの実施状況を把握・分析するとともに、その結果得られたこれら

の取組の推進に資するような知見・情報等を各府省に対して提供することや調

査研究等を通じて、政策評価の観点から早急にその評価手法の開発の推進に努

めることとする。 

また、各府省においても、規制改革・民間開放推進会議及び総務省と連携し

つつ評価手法の開発の推進に努めることとする。  

 

（参考５） 
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